
◆高知県産園芸品のPR 
園芸こうち販売促進事業 
高知野菜PRイベント等 
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農業分野（園芸品における生産・流通・販売） 

生   産 

 
◆重油代替暖房機の普及推進 
 木質バイオマスボイラー：142台 
 ヒートポンプ：587台→1,618台（H25予定） 

 
 
 
 
 
 
   

流 通・販 売 

H25年度中にヒートポンプ 
1,031台を導入予定 
 →H26年度にA重油使用量  
   6,000kl削減の見込み 

【環境農業推進課、産地・流通支援課】 

 
◆生産部会における取り組み 
 
 
◆園芸用ハウス面積の確保 
 
 
 
◆強い農業づくり交付金 
 

 
 
 
 
 
 

 
◆環境保全型農業の推進 
  ・IPM技術を全品目・全地域へ普及 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

【県版GAP普及状況（H21→H23】 
・生産者版 43％→70％ 
・集出荷場版 6ＪＡ→9JA/15JA 

【天敵導入率（H20→H24）】 
 ・ナス類41％→77％、 
 ・ピーマン類59%→91% 等 

整備面積（H24） 
 レンタルハウス整備事業：11.4ha 
   園芸用ハウス流動化促進事業2.1ha 

生産基盤の強化（ｂ） 

基幹流通 

【産地・流通支援課】 

園芸連販売高：585億円 
※H25園芸年度（H24.9～H25.8） 

全
国 
の 
卸
売
市
場 
 
 

 
 

 
 

量
販
店
等 

農家所得 ＝ 反収（ａ） × 面積（ｂ） × 単価（ｃ） – コスト（ｄ） ＋ アルファ（ｅ） 

施設整備等支援（H25予定） 
 ニラ選別・調整ライン 
 ミョウガの低コスト耐候性ハウス整備 
 ピーマン計量包装機導入による集出荷 
 再編、整備 等 

低コスト化（省エネ）（ｄ） 

 
◆まとまりのある園芸産地総合対策 
 ・篤農家のほ場を「学び教えあう場」として設置 
  ⇒H24実績：195ヵ所 
    参加農家数3,506戸（対象農家数5,000戸） 
 
 ・地域の生産者を対象に農業振興センターが、JAなどと       
  連携し現地検討会を開催 
  ⇒系統率の向上： 
    ナス 安芸地区(H20:51.1%→H23:57.2％) 
        香南地区(H20:58.4%→H23:66.8%) 
 
  ⇒高収量・高品質の実現 
    収量目標を目指した生産者の70%が目標達成 
 
◆こうち新施設園芸システムの開発普及 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

収量・品質の向上（ａ＋ｃ） 

農業技術センターで技術開発 
・炭酸ガス施用、温湿度管理等の統合環境制御  
 技術による増収 
・ハイワイヤー栽培による増収 
・LED照明による電気料金の節減 
・ヒートポンプによる冷暖房経費の節減  
 ⇒ピーマン・パプリカで約30%の収量アップ 
   ナス・ミョウガで品質向上と増収を確認 
 

H25 
炭酸ガス施用 
グループ実証 

（炭酸ガス施用装置：
ナス・ピーマンなど 
7品目、15台） 

選ばれる産地づくり（ｃ＋ｅ） 

【農地・担い手対策課、産地・流通支援課】 

【環境農業推進課】 

量・品質・・ 

業務需要等への流通 

※顧客と産地をつなぐ新たな出荷・流通・ 
  販売体制の構築 
 ⇒ 農大  → 渋谷ヒカリエ 
   風の市 → ライフ 
   ねぼけグループ（司）全国９店舗 
      県産米ナス→全国のローソンでパスタ 
           販売 

こだわり流通 

こだわりニッチ野菜・果実の販路開拓 
           (H25東京、大阪) 
H24：成約45件 
 

インショップ・直販所 

農林水産物直販所支援事業 
・直販所づくりアドバイザー派遣 

【地域農業推進課】 

業
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園芸戦略推進会議 

PR 

連携 JA営農 
指導員 

◆次世代施設園芸拠点の整備 
 ・先進的な農業経営体による「こうち新施設 
  園芸システム」経営モデル 

県普及指
導員 

市場ニーズ（品目・量など）のフィードバック 

県・大学・農業
団体・民間 
企業の研究会 

安全・安心 

産地（生産部会）単位で話し合いにより
農地のマッチングに取り組む 

◆オランダ・ウエストラント市  
  との友好園芸協定の活用 
 ・技術交流訪問団の派遣  
 ・オランダの技術者を招へい、生産現場   
  で直接指導 

【環境農業推進課、産地・流通支援課】 

・GAPの活用 

県、JA高知中央会、全農高知県本部、園芸連、県内15JAで構成 
生産出荷指標・計画の実現に向け関係団体が一体となって取り組む 

県
・
農
業
団
体
・
農

業
者
等
の
協
議
会 

関東3社、関西
1社に加え、 
仙台1社で 
11月スタート 

NEW 

  
 



担い手の育成・確保の流れ 

・こうちアグリスクール 
 東京、大阪：定員各40人 
 ⇒H25実績：東京43人、大阪31人 
 ※専門誌やバナー広告、高知暮ら 
  しフェア、移住相談会、農業人フェ 
  アなどでのPR・募集） 
・移住相談会、農業人フェアなどでのPR 
・高知県新規就農相談センター 
 （県農業会議と県農業公社が共同 
  運営） 
 ※面談、電話、メールによる個別相談 
・JA、市町村、県などへの相談 

PR・相談 

高知で 
就農したい  

（親元就農除く） 

県外在住 

・【再掲】こうちアグリスクール 
 ※オプションで農業体験アリ 
   （窪川アグリ体験塾） 
・新いなかビジネススクール 
 （インターネット） 

技術習得 

基礎 

・就農予定市町村の農家等で実践研修 
 ⇒H25年10月現在 指導農業士75人 
・新規就農トータルサポートハウスでの研修 
 ⇒H25年度に2ヵ所整備予定 
・【再掲】窪川アグリ体験塾で長期研修 
・【再掲】県立農業大学校教育課 
 
・青年就農給付金「準備型」 
 ⇒ H24実績：28人 
  （新規就農研修支援事業併用19人） 
・新規就農研修支援事業 
 （上記給付金の適用外又は給付金 
  への上乗せ） 
 ⇒H24実績：20市町村 60人 

技術習得 

応用 

・品目を決める 
・候補地探し 
・住まい ・資金 
などの計画づくり 
 

JA、市町村、県（農振センター、普
及所）が一緒に相談にのり、候補地
を探すなど人的な支援を実施。 

・レンタルハウス整備事業（新規就農促進区分） 
H24実績：23件、359ａ 
・園芸用ハウス流動化促進事業 
 H24実績（新規就農者）：12件、170ａ 
・新規就農トータルサポートハウスで営農 
・就農支援資金の活用（公社又はJA等） 

営農開始準備 
研修中に農家
と一緒に人脈
づくり 

※直接飛び込んで来る人もいる！ 
営農開始 

高知で 
就農したい  

（親元就農除く） 

県内在住 

・高知県新規就農相談センター 
 （県農業会議と県農業公社が共同 
  運営） 
 ※面談、電話、メールによる個別相談 
・JA、市町村、県などへの相談 

PR・相談 

・働きながら学ぶ農業技術研修 
 ⇒H24実績：8人 
・窪川アグリ体験塾 
 ⇒H24実績：延べ14人 
・県立農業大学校教育課 
 ⇒H24実績：1年生27人、2年生30人 
・新いなかビジネススクール 
 （インターネット） 

技術習得 

認定農業者の育成、確保 

基礎 

※高知県新規就農相談センター 
 相談件数 
 ⇒H24実績：167件（就農相談会での相談件数を含む） 

担い手育成センター（仮称）の設置 
 （H26.4月～） 

《技術習得～営農開始》 
・研修内容の充実（基礎研修、実践研修、 
 先進技術研修） 
・研修終了後のスムーズな就農への支援（産 
 地との交流をコーディネートすることで、就農 
 のイメージを具体化） 
・研修生の受入枠の拡大 
 20人/年間 → 40人/年間 

《営農開始後》 
・先進技術や経営力の向上（栽培実証、  
 先進技術・経営セミナーの開催） 
・農業者の相互研鑽の場の充実（交流、情 
 報交換） 
・技術指導者の育成 

・農の雇用事業 
  農業生産法人等が新規就農者を雇用した場合、 
 新規就農者への研修に要する経費を支援 
 ⇒H24採択実績 66人 

農業公社を核とした各産地の担い手受入体制の整備
（H26～） 
 ・農業公社の機能強化（農地の中間的受皿の活用） 

営農開始後の支援 

・学び教えあう場での技術習得 
・JA営農指導員、県普及指導員による営農・技術指導 
・地域担い手協議会による認定農業者のフォローアップ 
 

技術習得等 

・レンタルハウス、園芸用ハウス流動化事業の活用 
・経営体育成支援事業を活用し農業機械の整備等 
・法人化セミナーの活用（座学、専門家を活用した計 
 画作成） 
・JA無料職業紹介所での人のあっせん 

規模拡大、雇用したい 

・青年就農給付金「経営開始型」 
 ⇒H24実績：148人 

所得面の支援 

○JA、県 
 ・部会の新規就農者の受入体制の整備（H25～） 
  ①部会の新規就農者確保目標の設定 
  ②新規就農者の研修受入や農地の流動化について部会組織での対応を検討 
  ③耕作されなくなる見込みの農地のリスト化による部会内での農地のマッチングの促進。農業 
   公社との連携による県域での利用調整の促進 

移住促進室 連携 
高知で 
 就農する！ 

新規就農者 
280人 
必要 

JA生産部会調査では 
10年後に約16％減少 



農地の集積、権利移動等が必要な面積 
（産振計画を実現するための前提条件） 

①園芸作物の作付面積は  
  ・ 現在の作付面積は8,400ha 
  
 ・JA調査では作付面積が8％減少の見通し
であることからして、県全体では672ha〔＝
8,400ha×8%） 遊休地化すると推定 

  
 ・672haを新たな耕作者にマッチングさせて
いく必要がある。 

①～③を合わせ、今後10年間でおよそ
6,400ha、年間で640haの農地の流動化
が必要。 

②集落営農の経営面積（主に水稲） 
 （経営規模10ha未満） 
 ～現在の2,011haから5,000haへ、その差

3,000haの拡大（受託や集積）を目指す。 
 
③10ha以上の大規模経営農家の育成（主
に水稲） 

 ～現在の346haから3,000haへ、その差
2,654haの拡大（受託や集積）を目指す。 

農地の利用調整 ① 

生
産
部
会
に
お
け
る
取
り
組
み 

部会で話し合い 

部会内で対応できない農地の情報は 
県農業公社に一元化、広域調整へ 

園芸産地（生産部
会）を単位に後継
者の確保、農地の
マッチングに取り
組む 
 
JAの調査では 
生産部会員の 
農地1,920ha 
について今後 
10年間で163haの
遊休地化が 
予想されている 
 
 
 
 
 
 

生産部会 

②
集
落
営
農
に
お
け
る
取
り
組
み 

集落： 
地域において農地
を面的に利用調整
できる仕組みづくり 
 
農地： 
作業受託体制整
備など集落営農に
よる維持 
 
経営面積（主に水稲、
経営規模10ha未満）
について、 
 
現在 2,011ha 
    ↓ 
目標 5,000ha 
の受託や集積を目指
す。 
 
 

③
大
規
模
経
営
体
の
育
成 
 
＋

α
  

10ha以上の大規

模経営農家（主に
水稲）の育成 
 
現在  346ha 
     ↓ 
目標 3,000ha 
 
の受託や集積を目指
す 
 
来年度から稼働予
定の農地中間管
理機構を活用 
  
水稲以外にも園
芸を中心に営農
している大規模
経営の育成にも
活用 
 
公的機関が関与
することにより安
心感を持たせ農
地の流動化を推
進 

遊休農地のリスト化 

新規就農者、 
規模拡大農家へ集積 

（基盤整備等） 

生産部会役員、ＪＡ営農指導員が主導 
農地台帳の電子
化、地図化を促
進（国H26予算概
算要求） 

状況に応じ、ハウス整備、耕作放棄地の
再生作業等を実施 

レンタルハウス
（県）、経営体育
成支援事業（国、
補助率3/10）等
を活用 

耕作放棄地再生利用緊急対策交
付金（国H26予算概算要求）の活用 

集落で話し合い 

集落営農への話し合いがまとまらない、集落内に適当な担
い手が見つからない場合、近隣の経営体への作業委託、農
地の集積へ 

組織化に向けた合意 

作業受託を行う営農組織 

（機械の共同利用） 

地域のリーダー、市町村が主導 集落営農普及促
進事業（県） 

農地台帳の電子
化、地図化を促
進、集落の話し
合いを促進（国
H26予算概算要
求） 

集落営農の推進につながる研修会の開催、
アドバイザー派遣等を支援（ソフト事業） 

集落営農・拠点
ビジネス支援事
業（県）、経営体
育成支援事業
（国）等を活用 

 集落 

営農組織の法人化 

農業振興センターが活動をサポート 

農業振興センターが活動をサポート 

農地基本台帳（農業委員会）との突合～
所有者、権利の設定状況を確認 

集落営農の育成の各段階に応じて、機械
施設の整備、農産加工機械・農村交流施
設等の整備を支援（ハード事業） 

 

市
町
村
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農 

地 

中 

間 

管 

理 

機 

構 
 

賃借（買入） 

委任 

相談 

連携 

相談 

農
地
の
出
し
手 

農
地
の
受
け
手
（担
い
手
） 

農地利用
集積円滑
化団体 

協議・申入れ   応募 

農用地利用集積計画 

検討中 

 
 
 大規模経営への規模拡大は、現在、国が検討中
の農地中間管理機構を主体に推進する。 
 
 機構は農地の受け手を募る。一方、農地の所有
者からの申し出があった場合に加え、必要に応じて
機構から農地の所有者に対して農地借受の協議を
積極的に申し入れる。 
 
 農地の貸付け先は、機構が作成する農用地利用
配分計画の知事認可を経て決定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 

今 
 

後 
 

重 
 

点 
 

的 
 

に 
 

取 
 

り 
 

組 
 

む 
 

こ 
 

と 
賃貸（売却） 

（市町村作成・公告）   

農用地利用 
配分計画 

（知事認可・公告） 

農地中間管理機構を活用した場合、 
農地の出し手、受け手への支援 
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